
性暴力被害者救援へ
名古屋第二赤十字病院に
組織

名古屋第二赤十字病院(愛知県名
古屋市)は，性暴力の被害者の治療
や相談に 24 時間態勢で応じる組織
を立ち上げると発表した。「性暴力
被害者救援センター日赤なごや」
は，相談機関や弁護士とも連携し，
2016 年 1月の発足を目指す。
センターは院内の一室に設け，看
護師らが常駐。レイプやデート DV
の被害を受けた女性や，性的虐待を
受けた子どもからの電話や来所の相
談を 24 時間受け付ける。被害直後
の受診で妊娠や性感染症の予防につ
なげる。警察に被害を届ける際に同
行したり，弁護士を紹介したりもす
る。
同院には，性暴力を含む虐待の被
害とみられる受診が年間 80 件前後
ある。センターに加わる看護師 15
人を養成中で，支援員の養成講座も
始める。
(6月 23 日付朝日新聞)

男性の育休取得率上昇
厚労省調査

厚生労働省(以下，厚労省)が発表
した 2014 年度の雇用均等基本調査
(速報)で，育児休業をとった男性の
割合は前年度より 0.27 ポイント高
い 2.30％だった。上昇は 2 年連続
だが，「2020 年の男性の育休取得率

13％」という政府目標とはまだ隔
たりが大きい。女性の育休取得率は
2013 年度より 3.6 ポイント高い
86.6％だった。いずれも 2014 年
10 月 1 日現在。調査は全国の 5855
の事業所を対象に実施し，有効回答
率は69.1％だった。
(6月 26 日付朝日新聞)

卵子提供・代理出産
「産んだ女性が母」
自民プロジェクトチームが
了承

卵子提供など，第三者がかかわる
生殖補助医療法案を議論する自民党
のプロジェクトチーム(座長・古川俊
治参議院議員)は，同党厚生労働部
会，法務部会との合同会議を開き，
生まれた子どもとの親子関係を規定
する民法の特例法案の骨子を了承，
今国会に提出する方針を確認した。
卵子提供や代理出産で出産した場
合，産んだ女性を母親と規定。夫の
同意を得て，夫以外からの精子提供
で妻が妊娠した場合，夫は自分の子
どもであることを否認できないとす
る。
卵子提供や代理出産などを規定す
る法律は現在，国内にはない。しか
し，すでに精子提供による子どもが
推定約 1 万 5000 人いることなどを
踏まえ，民法が想定していなかった
親子関係については早急に法制化が
必要だと判断した。
一方，卵子提供や代理出産の是非
やルールを定める生殖補助医療法案
については，国会内で超党派による
議論を行ない，2 年以内に議員立法

として法案提出を目指す。代理出産
を認める場合，依頼者夫婦を親とす
るような制度も検討する。
(6月 27 日付読売新聞)

出産直後「夫も休みを」
内閣府

妻の出産直後に夫が休みを取りや
すい社会にしようと，内閣府は，啓
発活動「さんきゅうパパプロジェク
ト」を始めた。シンボルマークも公
表し，育児休業などで休みやすい環
境づくりを促す。政府は今春に決め
た少子化社会対策大綱で，出産直後
に夫が休暇を取る割合を 2020 年ま
でに 80％にする目標を盛り込んだ。
出産後 2か月以内に半日以上の有給
休暇などの取得を求めており，年内
にも取得率を調査する方針。
(6月 30 日付朝日新聞)

母乳，ネット購入に注意喚起
厚労省「感染症のリスク」

厚労省は，衛生管理の状況が不明
な他人の母乳を赤ちゃんに飲ませる
のは感染症などのリスクがあるとし
て，注意喚起を求める通知を都道府
県などに出した。不衛生な「母乳」
がインターネットで販売されている
という毎日新聞の報道を受けた。こ
れまでに健康被害は確認されていな
いという。
通知では，母乳に病原体や医薬品
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などの化学物質が含まれていれば，
乳幼児に悪い影響を与える恐れがあ
るとして，注意を呼びかけることを
都道府県などに求めた。
厚労省は，母乳のインターネット
販売の実態はつかんでいないが，母
乳が十分に出ずに悩む女性が購入し
ている可能性があると判断した。担
当者は「乳幼児の栄養摂取は必ずし
も母乳にこだわらず，必要に応じて
育児用ミルクを使うことが望まし
い」と話す。
消費者庁も，インターネットでの
母乳の購入に注意を呼びかけた。
(7月 3日付朝日新聞)

家族が臍帯切断
「推奨しません」
日本産婦人科医会が見解

出産後に，夫ら家族が記念に臍帯
を切る行為が広まっていることを受
け，日本産婦人科医会は，「医師と
助産師以外が行なうことは違法とな
りかねず，推奨しない」とする見解
をまとめた。近く会員の産婦人科医
に周知する。
近年，妊婦が産院側に出産時の希
望を伝える「バースプラン」が普及
し，夫の立ち会い出産も増加。「お
産に参加したい」「父子の絆を深め
たい」などの理由から，臍帯を切る
ことを望んだり，産院側がサービス
として行なわせたりするケースが増
えていた。
見解では，臍帯切断は「医療行為」
にあたり，医師か助産師が行なうも
のとした。一方で，諸外国では家族

による臍帯切断が一般的であること
などにも配慮し，「(家族が切る場合
は)医師の責任で，家族の十分な理
解を得て行なわれるべきだ」とし
た。
(7月 14 日付読売新聞)

埼玉医科大学病院に
助産施設完成

埼玉医科大学病院(埼玉県入間郡毛
呂山町)に助産施設が完成した。施
設は約 26m2の個室 2 部屋。近年
は出産後に体調が落ち着くまで同じ
部屋にいられる LDR 室(陣痛分娩回
復室)が増えているが，この部屋は
入院・出産から退院まで同じ部屋で
赤ちゃんと過ごすことができる。
同院は 2014 年の 1 年間で約 700
件の出産に対応してきた。リスクが
ある出産などに対応することが本来
の目的だが，最近は通常の出産への
対応も求められている。
厚労省の調査では，従事している
主な診療科が「産婦人科・産科」で
ある医師の人口 10 万人あたりの数
は，埼玉県が 27.2 人(2012 年)で全
国でもっとも少ない状態だ。
リスクの高くない出産には助産師
が対応する施設をつくることで，医
師はリスクの高い出産に集中するこ
とができる。分娩中に何か起きた場
合は，医師が即座に対応できるとい
う大学病院ならではの利点もある。
助産施設で対応できるのは月 10
人ほど。2 人目以降の出産で，リス
クがないと判断された場合に限られ

る。現在は助産施設での出産に医師
が立ち会っているが，亀井良政・成
育医療センター長は「いずれは助産
師のみで対応できる態勢にしたい」
と話す。
(7月 17 日付朝日新聞)

若者が望む子どもの数は？
独身は男女ともに
「0 人」が増加

子どもを望まない独身の若者が
10 年間で増えている。厚労省が実
施した「21 世紀成年者縦断調査」
で明らかになった。2003 年は調査
当時 21～30 歳だった 1万 820 人の
回答。2013 年も調査当時 21～30
歳だった 1 万 2284 人の回答を集計
した。同じ質問をして，10 年間で
の若者の意識の変化を分析した。
2013 年は希望する子どもの数を「0
人」と答えた人が独身男性の
15.8％，独身女性の 11.6％。2003
年調査では独身男性が 8.6％，独身
女性が 7.2％で，いずれも数ポイン
ト上昇した。
子どもを望まない独身者が増えた
一方，既婚者は逆の傾向にある。
2003 年調査では既婚者のうち「3
人以上」の子どもを希望する男性は
31.4％，女性は 30.4％だったが，
2013 年調査では男性が 46.2％，女
性は 47.4％に増えた。
(7月 17 日付朝日新聞)
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